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1――問題の所在 

 

習近平政権が「共同富裕（皆が共に豊かになる）」に舵を切った。そして、「共同富裕」の実現に向

けて国民の自由を制限し、中国共産党による統制を強化する動きが目立ってきている。アリババ集団

など巨大ネット企業などに対する独占禁止法違反を理由とした罰金の徴収、芸能人に対する税務調査

強化や罰金の徴収、富裕層の財産に対する課税強化や富豪による第三次分配（高額寄付）の奨励など

金持ち崇拝（拝金主義）を戒めるような動きがでてきたのに加えて、高価なことで庶民の生活を苦し

めてきた“新三座大山1（教育、不動産、医療）”の退治に乗り出したりしている。さらには、習近平

思想を小中高校で必修化したり、オンラインゲームでは未成年者の利用時間を制限したり、ライブ配

信では芸能人などを応援する“投げ銭（おひねり）”を未成年者には禁止したりと、若年層への教育的

指導も目立ってきている[図表-1]。 

大成功を収めた企業家を戒めるような動きを見ると、“反革命分子”と見做された高官が三角帽子を

かぶらされて自己批判したり組織的・暴力的な吊るし上げを受けたりした文化大革命を思い出す。文

化・娯楽にまで教育的指導を行なうさまを見ると、伝統的な古典演劇だった京劇が文化大革命で変質

し革命模範劇になったことを思い出す。さらに習近平思想の必修化と聞くと、文化大革命で紅衛兵2が

常に携帯していた『毛沢東語録3』を思い出す。そして文化大革命を発動した毛沢東が唱え始めた「共

同富裕」に焦点が当たり、習近平政権がその実現に向けて動き出すと宣言したことから、文化大革命

へ逆戻りするのではないかとの懸念が浮上することとなった。 

 そこで本稿では、毛沢東時代にまでさかのぼって「共同富裕」の歴史を振り返った上で、習近平政

権が目指す「共同富裕」とはどんなもので、毛沢東や鄧小平のそれとはどう違うのかを、習近平政権

 
1 新民主主義革命期における中国では、庶民を苦しめる帝国主義、封建主義、官僚資本主義の 3つを三座大山と呼んでいた 
2 文化大革命期に毛沢東によって動員された全国的な学生運動だが工場労働者を含むこともある 
3 毛沢東の著作から抜粋された短文を集めて編集した語録で、政治，思想教育を進める際の教材として使われた。文化大革命

が発動された 1966年に一般向けの出版が開始された。中国名は『毛主席語録』。 

2021-11-10 

基礎研 

レポート 

ニッセイ基礎研究所 

共同富裕に舵を切った中国 
文化大革命に逆戻りし経済発展が止まるのか？ 
 

 

 

 

 

 

経済研究部 上席研究員 三尾 幸吉郎 

(03)3512-1834  mio@nli-research.co.jp 



 

 

2｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2021-11-10｜Copyright ©2021 NLI Research Institute All rights reserved 

が公表した文書や習近平国家主席の重要講話などから分析し、中国が文化大革命に逆戻りすることは

あるのか、そして「共同富裕」に向かうことで中国経済はどんな影響を受けるのかを考察することと

したい。 

 

[図表-1] 最近の統制強化の動き 

   

 

2――習近平政権が誕生する前の「共同富裕」 

 

1｜「共同富裕」と「4つの近代化」の対立 

  改革開放が始まる前の中国には、社会主義の本質的要求である「共同富裕」を最優先する毛沢東と、

「4 つの近代化（工業、農業、国防、科学技術の 4 つの分野で近代化を目指す改革）≒改革開放」を

旗印として経済発展を最優先する鄧小平らの路線対立があった。 

毛沢東が「共同富裕」という言葉を初めて使ったのは、1953年 12月の中国共産党中央委員会で「中

国共産党中央による農業生産協同組合の発展に関する決議（中共中央关于发展农业生产合作社的决议）」

を採択したときのことである。毛沢東が用いた「共同富裕」という表現がとても分かりやすかったた

め、多くの農民や商工業者に受け入れられるとともに、社会主義に対する理解とあこがれを深め、社

会主義の実現に向けて一般庶民を結束させる求心力となった。一方、鄧小平らは社会主義の本質的要

求である「共同富裕」を尊重してはいたものの、社会主義の初級段階において「共同富裕」を目指す

と「共同貧困」に陥りかねないとの懸念を持っていた4。そして、改革開放前の中国において最高指導

者の地位にあった毛沢東は、「共同富裕」を損なうと考えた政策措置には断固として反対したため、1962

年頃から鄧小平らが進めていた「4つの近代化」を許容することができず、1966年 8月には「司令部

 
4 鄧小平は後に歴史的経験をまとめる際、「私たちは社会主義の道を歩むことを堅持し、根本の目標は共に豊かになることで

ある。しかし平均的な発展は不可能であり、過去に平均主義を行って、‘大鍋飯’を食べて、実際には共に立ち遅れ、共に貧

しくなり、私たちはこのような損をした」と述べている 
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を砲撃せよ」と題した評論を人民日報に掲載し、文化大革命を始めることとなった5。 

その結果、文化大革命（1966～1975年）による経済の停滞で、改革開放が始まる前の中国は極めて

貧しい国となった。経済的な豊かさを示す一人当たり GDPを見ると[図表-2]、改革開放が始まった1978

年の中国は 156ドルで世界 138ヵ国中の 135位と、下にはブルンジ、ネパール、ソマリアの 3ヵ国し

かなかった。その 20年前（1960 年）には 90ドルで世界 101ヵ国中の 84 位と、下にはインドやアフ

ガニスタンなど 18ヵ国があったので、そもそも貧しかった中国がますます貧しくなったことが分かる。 

 

[図表-2] 

            

 

 

2｜「共同富裕」から「4つの近代化≒改革開放」へ 

1976 年 9 月に毛沢東が亡くなり、同年 10 月に四人組（江青・張春橋・姚文元・王洪文）が逮捕さ

れると、文化大革命は終焉を迎えた。しかし、文化大革命が終わった後も、社会主義の本質的要求で

ある「共同富裕」を最優先するか、それとも経済発展を最優先する「4 つの近代化」かの路線対立は

続いた。鄧小平らが「実践は真理を検証する唯一の基準だ」として「4 つの近代化」を進めようとし

た一方、毛沢東の後任として最高指導者に就任していた華国鋒らが「2 つのすべて（すべての毛主席

の決定は断固守らねばならず、すべての毛主席の指示には忠実に従わなければならない）」を主張して

いたからである。 

その路線対立に終止符を打ったのが「実事求是（現実に基づいて物事の真理を追究する意）」こそが

毛沢東思想のエッセンスであると主張し「2つのすべて」を排除した鄧小平だった。1981年に胡耀邦

 
5 「改革開放」前の中国経済に関しては『3つの切り口からつかむ図解中国経済』（20～22ページ）を参照ください 
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が中国共産党主席に就任すると、鄧小平は「先富論」と称する基本原則を唱えて、「一部の地域や一部

の人々が先に富みを得てもよく、あとで他の地域や他の人々を助けて、徐々に共同富裕に到達するこ

とにしよう」として、社会主義の本質的要求である「共同富裕」を最終的に目指すことに変わりない

ものの、まずは経済発展を最優先して「4つの近代化」を進めることとした。そして、広東省の深圳，

珠海，汕頭と福建省のアモイを経済特区に指定するなど「一部の地域」の発展を先行させることとし、

農民や企業の経営自主権を拡大してよく働き成果を挙げた「一部の人々」が富めるようにした。その

結果、国民の労働意欲が高まり、中国経済は勢いよく発展し始めた。 

しかし、成果を挙げた「一部の地域」や「一部の人々」が富を得て豊かになる一方、そうでない「他

の地域」や「他の人々」は取り残されたため、地域間格差、都市と農村の格差、都市内の格差が広が

っていった。さらに、計画経済から市場経済へ移行する過程では、権限を悪用して巨万の富を得る党

幹部や官僚が増え、彼らが次第に特権階級化していくと、取り残された地域や人々の間に不満が蓄積

していくこととなった。そして、1989年には天安門事件（六四）が発生、学生による民主化要求を巻

き込んで過熱したため人民解放軍が武力行使する事態となり、「4つの近代化」を旗印とした改革開放

は一時中断することとなった。 

その後、ソビエト連邦が崩壊（1991年）して社会主義が深刻な危機に直面した 1992年 1～2月、鄧

小平は改革開放の再起動に動き出し、武漢、深圳、珠海、上海などを視察して改革開放の重要性を説

く「南巡講話」を行った。そして、1992年 10月に開催された第 14回共産党大会では、ソ連が失敗し

た原因は経済の不振にあったと総括し、「政治的には社会主義、経済的には市場経済」との方針を定め、

1993年 11月に開催された第 14期 3中全会では「社会主義市場経済体制を確立する上での若干の問題

に関する決定」を採択して、改革開放への道筋を確かなものとしていった。 

そして、改革開放が始まってから習近平政権が誕生（2012年）までの経済成長率は年平均 10％の高

成長となり、一人当たり GDPではフィリピン、インドネシア、タイなどの東南アジア諸国を次々に追

い越して、インドの 4倍を超えるレベルに達し、2012年には 6,317ドルと世界 210ヵ国の中で 110位

と、中所得国（第 3分位）へと急速に発展し、世界第 2位の経済大国となった[図表-2]。 

  

3｜鄧小平の後継者たち（江沢民、胡錦涛）と「共同富裕」 

1997年2月に鄧小平が亡くなったあと実権を掌握した江沢民は、鄧小平の改革開放路線や「先富論」

を基本的に継承することとなった。「効率性と公平性を考慮する。市場を含む各種の調整手段を用いて、

先進化を奨励し、効率を促進し、合理的に所得格差を引き離し、二極化を防止し、徐々に共同富裕を

実現する」と述べており、「共同富裕」を尊重しつつもそれを先送りしている。その結果、在任中（六

四天安門事件の影響が薄れた 1991～2002 年）の経済成長率は年平均 10.2％と高成長を続けることと

なった。一方、「共同富裕」に向けては西部大開発を打ち出して地域間格差の是正を目指したり、小康

社会（ややゆとりのある社会）の実現に向けて努力したりしてはいたものの目立った成果を挙げるこ

とは叶わず、地域間格差、都市と農村の格差、都市内の格差は広がり[図表-3，4]、環境の悪化が進み

6、腐敗・汚職の蔓延に歯止めを掛けることもできなかった。 

 
6 例えば PM2.5大気汚染の平均年間暴露（ﾏｲｸﾛｸﾞﾗﾑ/立方ﾒｰﾄﾙ）で見ると、1990年から 2000年にかけては悪化傾向だった 
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江沢民のあとを引き継いで 2002年に最高指導者となった胡錦涛は、人を基本とし持続可能な発展を

目指す科学的発展観を唱え、「人民の根本的利益を党と国家のすべての活動の出発点と足場として、人

民の主体的地位を尊重し、人民の最初の精神を発揮し、人民の各種の権益を保障し、共同富裕の道を

歩み、人民の全面的な発展を促進し、人民のために発展し、人民によって発展し、発展の成果を人民

が共有することを旨としなければならない」として、「共同富裕」をより重視した政治を実行に移した。

その結果、地域間格差は大幅に縮小し、都市と農村の格差拡大や都市内の格差拡大にも歯止めが掛か

り[図表-3，4]、環境汚染にも改善の兆しが見られたが7、腐敗・汚職の蔓延に歯止めを掛けることは

できなかった。なお、在任中（2003～2012年）の経済成長率は年平均 10.6％と高成長を続けることと

なったが、その背景には 2001年に世界貿易機関（WTO）に加盟したことで、輸出と対内直接投資の急

拡大という追い風が吹いたことがあった。 

 

[図表-3] [図表-4] 

  

 

 以上のように習近平政権が誕生する前の中国では、社会主義の本質的要求である「共同富裕」か、

それとも経済発展を最優先する「4つの近代化≒改革開放」かの路線対立があったものの、「共同富裕」

は恒に意識せざるを得ない理念であり続けた。そして、「共同富裕」を重視する度合いをランク付けす

ると、毛沢東＞胡錦涛＞江沢民≧鄧小平という順番になると筆者は整理している。 

 

3――習近平政権が目指す「共同富裕」の方向性 

 

1｜習近平政権における「共同富裕」の位置づけ 

 それでは習近平政権は「共同富裕」をどう位置づけているのであろうか。すなわち、毛沢東のように経済発

展を脇に置いてでも今すぐに実現すべき理念と考えているのか、それとも鄧小平やその後継者たちのように

経済発展を成し遂げたあとに達成すべき長期目標と考えているのか、という問題である。習近平政権が「共同

富裕」をどう考えているかに関してはまだまだ不明な点も多いが、ここもとの公式文書や発言からおぼろげに

 
7 例えば PM2.5大気汚染の平均年間暴露（ﾏｲｸﾛｸﾞﾗﾑ/立方ﾒｰﾄﾙ）で見ると、2011年までは悪化傾向だったが、2012年以降は改

善傾向に転じた 
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見えてきたこともある。現時点で筆者は、習近平政権の「共同富裕」の位置づけは、下記 3 点から毛沢東のそ

れよりも鄧小平のそれに近いと考えている。 

 第一に習近平国家主席が現在の中国を「社会主義初級段階」と認識している点である。2020 年 10 月に開

催された「第 14次国民経済・社会発展 5ヵ年計画（2021～2025年）および 2035年長期目標の策定に

関する党中央の提案（以下、提案稿と称す）」に関する説明会で習近平国家主席は、「わが国は依然と

して、また長期的に社会主義初級段階にあり、わが国は依然世界最大の発展途上国で、発展が依然わ

が党の執政興国の第一に重要な任務である」と述べるとともに、第一に重要な任務は発展であると明

言した。社会主義初級段階というのは鄧小平時代の 1987年に提示された概念で、社会主義初級段階に

おいては「4つの近代化≒改革開放」が主な任務とされている。さらに同説明会では、「わが国経済に

は長期の落ち着いた発展を維持する希望と潜在力があり、（中略）、2035年までに経済総量または１人

当たり所得の倍増目標を実現することは完全に可能である」とも述べている。2035年までに所得を倍

増させるためには年平均 5％弱で経済成長することが必要となる。2010 年代の経済成長率が年平均

6.8％だったことから低い目標のように感じるかも知れないが、一人当たり GDPが世界の中位に達した

中国にとっては極めて高い目標である。世界各国の一人当たり GDPを 20パーセンタイルずつ 5分位に

分けて分析すると、中位となる第

3 分位にあった国の経済成長率は、

1980年代が年平均 3.7％、1990年

代が同3.0％、2000年代が同4.2％、

2010年代が同 2.1％に留まり、前

述の同 5％弱がいかに高い成長目

標であるかが分かる[図表-5]。し

たがって、中国の現状を社会主義

初級段階と認識し、第一に重要な

任務を発展とし、世界平均を大き

く上回る成長を目指していること

から考えて、習近平政権が経済発

展を脇に置いてでも「共同富裕」

に邁進するとは考えづらい。 

第二に習近平政権が「画一的な平均主義」を明確に否定している点である。21 年 8 月 17 日に開催

された中央財経委員会第 10回会議では、「共同富裕」に対する取り組みの歴史を振り返って、「改革開

放後、わが党はプラス・マイナス両方面の歴史経験を深刻に総括し、貧困に至るのは社会主義ではな

いと認識し、伝統体制の束縛を打破し、一部の人・一部の地域が先に豊かになることを認め、社会の

生産力の解放・発展を推進してきた。第 18回党大会以降、党中央は、人民全体の共同富裕の段階的実

現を更に重要と位置づけ、有力な措置を採用して民生を保障・改善し、脱貧困堅塁攻略戦に打ち勝ち、

小康社会を全面実現し、共同富裕促進のために良好な条件を創造した。我々は、正に第 2の百年奮闘

目標に向けて邁進しており、わが国社会の主要矛盾の変化に適応し、人民の日増しに増大する素晴ら

しい生活への需要を更に好く満足させるには、人民全体の共同富裕の促進を、人民のために幸福を謀

[図表-5] 

 

世界の経済成長率（実質、年平均） （単位：％）

1980年代 1990年代 2000年代 2010年代

世界 3.3 3.2 3.9 2.8

中国 9.3 10.4 10.6 6.8

中国－世界 6.1 7.2 6.6 4.0

第１分位の世界平均 1.9 3.4 2.5 1.1

第２分位の世界平均 3.1 3.5 3.2 1.2

第３分位の世界平均 3.7 3.0 4.2 2.1

第４分位の世界平均 2.9 3.8 5.4 3.4

第５分位の世界平均 3.8 5.1 5.6 3.9

中国－世界（緑の該当分位） 5.5 5.3 5.2 4.7

(資料)IMFのデータを元に筆者作成



 

 

7｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2021-11-10｜Copyright ©2021 NLI Research Institute All rights reserved 

る注力点とし、党の長期執政の基礎を不断に打ち固めなければならない。共同富裕は人民全体の富裕

であり、人民大衆の物質生活・精神生活がいずれも富裕になることであり、少数の人の富裕ではない

し、画一的な平均主義でもなく 、共同富裕を段階的に促進しなければならない。勤労・イノベーシ

ョンで富裕に至ることを奨励し、発展の中での民生の保障・改善を堅持し、人民の教育程度を高め、

発展能力を増強するために更に包摂的で公平な条件を創造し、上層への移動のルートを円滑にし、更

に多くの人のために富裕に至るチャンスを創造し、人々が参加する発展環境を形成しなければならな

い。基本経済制度を堅持し、社会主義初級段階に立脚し 、２つのいささかも揺るがない8 を堅持し、

公有制を主体とし、多様な所有制経済の共同発展を堅持し 、一部分の人が先に富むことを認め、先

に富んだ者が後の者の富裕化を牽引・援助し、勤勉な労働、合法な経営、大胆な起業で富んだ者が人々

を牽引することを、重点的に奨励しなければならない」としている。したがって、現段階を「社会主

義初級段階」と認識した上で、毛沢東時代に行われた「画一的な平均主義」を排除するとともに、「一

部分の人が先に富むことを認める」とし先富論に基づく経済運営を継続する指針を示していることか

ら、毛沢東の「共同富裕」よりも鄧小平のそれに近い位置づけにあると考えられる。 

 第三に習近平政権が「共同富裕」を長期目標としている点である。中央財経委員会第 10回会議で「共

同富裕を段階的に促進しなければならない」としているのに加えて、前述した 2020年 10月開催の説

明会で習近平国家主席は、「共同富裕は社会主義の本質的要求であり、人民大衆の共通の期待である。

われわれが経済・社会の発展を図るときは結局のところ人民全体の共同富裕を実現するものである。

（中略）。現在、わが国は発展不均衡・不十分の問題が依然際立ち、都市農村間、地域間の発展と所得

分配の格差が比較的大きく、人民全体の共同富裕促進は長期にわたる任務である。しかし、わが国が

小康社会を全面的に完成し、近代的社会主義国家を全面的に建設する新たな征途を開くのに伴い、わ

れわれは必ず人民全体の共同富裕促進をより際立つ位置に据え、しっかりと地を踏みしめ、根気よく

頑張り、この目標に向かって一段と積極的に努力しなければならない。このため提案稿は 2035年まで

に社会主義の近代化を基本的に実現する長期目標の中で“人民全体の共同富裕でより明確な実質的進

展を得る”ことを打ち出し、人民の生活の質を改善する部分で“共同富裕を着実に後押しする”こと

を特に強調し、幾つかの重要な要求と重大な措置を打ち出している。このような記述は党の総会文書

の中では初めてのことである」と述べている。したがって、習近平政権は「共同富裕」をすぐに実現

すべき理念ではなく長期目標と考えていると見てよいだろう。 

 但し、前述した 2020年 10月開催の説明会で習近平国家主席は、「現在、わが国社会の主要矛盾はす

でに人民のますます高まる生活のニーズと、不均衡・不十分な発展の間の矛盾に転換し、発展におけ

る矛盾と問題は発展の質の面に体現されている。これはすなわちわれわれが必ず発展の質の問題をよ

り際立った位置に据え、発展の質と効率の向上に力を入れることを要求するものである」として発展

の質を重視する方向性を示しており、歴代の最高指導者よりも経済成長率の高さに対する執着は小さ

いといえる。さらに 21年 1月に中央党校で行った講話9の中で習近平国家主席は、「人民大衆に共同富

裕が単なるスローガンではなく、目に見え、触れることができ、実感できるものだという事実を切実

に感じさせなければならない」と述べており、長期目標であるとは言え、共同富裕を着実に後押しす

 
8 この表現は国有企業のみならず民間企業への支援がいささかも揺らいでいないことを意味する 
9 21年 1月 11日に中央党校の「省部レベル主要指導幹部党 19期 5中全会精貫徹専門課題検討班」開業式で行った重要講話 
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るための施策を今すぐ具体的に打ちだし、2035年には明確な実質的進展を得ることで、一般庶民から

見ても「共同富裕」が単なるスローガンではなかったと証明する必要性が生じてしまった。したがっ

て、このまま貧富の格差が縮まらないようだと、習近平政権は「共同富裕」の実現に向けてスピード

アップせざるを得なくなるかもしれない。この点には細心の注意を払わなくてはならないだろう。 

以上のことから、習近平政権における「共同富裕」の位置づけは、毛沢東のそれとは一線を画して

いるものの、歴代の最高指導者よりも強く、前述の「共同富裕」重視度ランキングに習近平を加える

と、毛沢東＞習近平＞胡錦涛＞江沢民≧鄧小平という順番になると筆者は整理している。 

 

なお、鄧小平を右端におくのは間違いかもしれない。時代背景が明らかに変化しているからだ。鄧

小平が実権を掌握していた 1990年前後の中国は、経済的な豊かさを示す一人当たり GDPが世界で下か

ら 5分の 1（第 5分位）という極めて貧しい国であり、経済規模を表す名目 GDPは日本の 8分の 1に

過ぎなかった。しかし、現在の一人当たり GDP は中の上（上から見て 20～40％に位置する第 2 分位）

まで豊かになり、名目 GDPも日本の約 3倍で世界第 2位の経済大国となっている。さらに、鄧小平時

代に比べて貧富の格差が大幅に拡大、環境汚染や腐敗・汚職も深刻化しているので、前述したように

「実事求是」を重んじる鄧小平が現状をどう判断するか分からないからである。鄧小平が生きていれ

ばもしかすると、「先富論」の前半（一部の地域や一部の人々が先に富みを得てもよく）の時代は終わ

ったので、後半（あとで他の地域や他の人々を助けて、徐々に共同富裕に到達することにしよう）」に

軌道修正するべきだと主張していたかもしれない。したがって、習近平政権が「共同富裕」に舵を切

ったことで、鄧小平の意向に反するとは断定できない面がある。むしろ、現実に基づいて物事の真理

を追究する「実事求是」で「共同富裕」に舵を切ったとすれば、習近平国家主席は鄧小平の教えに最

も忠実な後継者といえるのかもしれない。実際、習近平国家主席は前述した提案稿の説明の中で、「前

進方向と奮闘目標をはっきりと指し示すだけでなく、事実に即して取り組むものであり、発展法則に

合致したもので、必要性と可能性を共に考慮しており、これは取り組みの中で積極的かつ適切に把握

し、人民全体の共同富裕促進の道を絶えず前に向かって突き進むのに有利である」と述べており、鄧

小平が尊重した「実事求是」と「摸着石頭過河（踏み石を探って川を渡る）10」の考え方は習近平政

権にも根付いているようだ11。したがって今後は、「共同富裕」に舵を切ったことで新たに生じる現実

に基づいて物事の真理を追究し、経済発展と「共同富裕」の最適バランスへと導けるか、習近平政権

の「実事求是」と「摸着石頭過河」の実践力が試されることになる。鄧小平の忠実な後継者になれる

か否かはおいおい判明してくることだろう。 

 

2｜「共同富裕」の実現に向けた習近平政権の具体策 

 前述した中央財経委員会第 10回会議では、分配構造の在り方に関し「人民を中心とする発展思想を

堅持し質の高い発展の中で共同富裕を促進し、効率と公平の関係を正しく処理し、第一次分配、再分

 
10 摸着石頭過河とは、必ず突破しなければならないことだが、確証がないものについては、しばらくは実践を重んじ、創造

を重んじ、大胆に模索し、勇気をもって切り開くよう励まし、経験を得て見定めてから、再び押し開くように前進すること 
11 2013年 11月開催の中国共産党第 18期中央委員会第 3回全体会議で決定された「改革の全面的深化における若干の重大な

問題に関する中共中央の決定」でも、改革を全面的に深化させるためには、これまでの改革開放の実践が重要な経験を提供

しており、「実事求是」や「摸着石頭過河」などを挙げて、中国の特色ある社会主義制度の完成・発展を推進するとしている 



 

 

9｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2021-11-10｜Copyright ©2021 NLI Research Institute All rights reserved 

配、第三次分配の協調・組み合わせの基礎的制度手配を整え、租税、社会保障、移転支出などの調節

に力を入れ、的確性を高め、中所得層の比重を拡大し、低所得層の収入を増やし、高所得を合理的に

調節し、違法な収入を取り締まり、中間が大きく両端が小さいオリーブ型の分配構造を形成し、社会

の公平・正義を促進し、人の全面的に成長を促進し、全人民が共同富裕の目標に向かって着実にまい

進するようにしなければならない」と記述してその方向性を示している。したがって、企業に労働分

配率の引上げを促すなどの第一次分配、個人所得税の累進性を高めたり、試行段階にある不動産税（固

定資産税に相当）の施行地域を拡大したり12、将来的には相続税（含む贈与税）の導入を検討したり

するなどの再分配、さらには先に豊かになった企業家等の富豪に公益や慈善事業を奨励するなどの第

三次分配と、幅広い領域に渡る分配構造改革に取り組むことになるだろう。また、「租税、社会保障、

移転支出などの調整」に力を入れるとしていることから、中央政府と地方政府の税源配分の在り方や、

間接税の比率が極めて高い租税構造の改革が進む可能性もあるだろう[図表-6]。 

 

[図表-6]  

    

 

また、華東地区中部に位置する浙江省では、全国に先駆けて「共同富裕」の実証実験が始まること

となった。中国共産党中央と国務院は 2021年 5月 20日、「浙江の質の高い発展・共同富裕モデル区建

設支援に関する意見」を決定し、6月 10日に公表した[図表-7]。浙江省はアリババ集団が本社を置く

だけに、通販サイト「淘宝（タオバオ）」で経済活動を活性化させた“淘宝村”の 3分の 1が浙江省に

位置する[図表-8]。都市部・農村部の協調発展をテストするには最適な地と言えるだろう。 

「共同富裕」に向けた所得格差の是正に向けた分配構造の見直しは、歴代の最高指導者が重視つつ

も経済発展への打撃を恐れて尻込みしてきた難題だけに一筋縄では行きそうにない。しかし、盤石な

政権基盤を築き上げた習近平政権が舵を切ったからには、浙江省の共同富裕モデル区を舞台に、経済

発展への影響を見極めつつも果敢に挑戦し、「実事求是」と「摸着石頭過河」の精神で微調整を繰り返

しながらも前進することになるだろう。そして、現時点ではまだおぼろげに見え始めただけに過ぎな

い習近平政権が目指す「共同富裕」の姿がこれからしだいに明らかになってくるだろう。 

 
12 第 13期全国人民代表大会（全人代、国会に相当）常務委員会第 31回会議は 10月 23日、国務院に権限を授けて一部の地

域で不動産税改革の実験を行うことを決定した 
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[図表-7] [図表-8] 

  

 

 

 

4――結語 

 

1｜文化大革命に逆戻りすることはないのか？ 

以上のような「共同富裕」を巡る歴史的経緯や習近平政権が目指す「共同富裕」の方向性を踏まえ

た上でその他の論点も加えて、習近平政権が文化大革命に逆戻りする可能性を考えると、以下の 3点

からその可能性は極めて低いと考えられる。 

第一に習近平政権の「共同富裕」に対する考え方が、毛沢東のそれよりも鄧小平のそれに近いこと

である。第三章で述べたように習近平政権は「画一的な平均主義」を否定する一方、現段階を「社会

主義初級段階」と認識した上で、「一部分の人が先に富むことを認める」としているため、鄧小平が唱

えた先富論の延長線上にあると考えられる。しかも、直ぐに「共同富裕」を実現しようとした毛沢東

とは異なり、習近平政権は長期目標と位置付け、地域的にも初めから全国展開するのではなく、浙江

省に設ける共同富裕モデル区から段階的に進めようとしている点から考えても、広東省（深圳）や福

建省（アモイ）などに経済特区を設けて沿海部が先に豊かになることを許容した鄧小平の経済運営ス

タイルに近いと見て間違いないだろう。 

第二に挙げられるのは、最近の統制強化の動きは「改革を全面的に深化させる」ための措置と考え

られることである。第一章で述べたように習近平政権は統制を強化している。その背景に「共同富裕」

に舵を切ったことがあるのは間違いないが、習近平政権下の 2013年 11月に開催された第 18期 3中全

会で「改革を全面的に深化させる」方針を示したことも大きい。その決定文では「市場が資源配分の

中で決定的役割を果たす」とし、「核心の問題は政府と市場の関係」にあること、そして「政府の過剰

介入」と「政府の監督が不十分」という両面から問題解決を図ることが肝要であることを指摘してい

る。したがって、ここもとの動きは「政府の監督が不十分」だった部分に対する統制強化という側面

があり、習近平政権は「政府の過剰介入」にならぬよう気を付けることを予定していることになる。 

浙江省の共同富裕モデル区

【浙江省の概要】

省都 杭州市

面積 101,800 km² (25位)

人口 64,567,588 人  (8位)

GDP 64,613 億元 (4位)

（一人当たり） 100,070 元 (6位)

【浙江省を選んだ理由】

・面積と人口が一定規模である

・都市も農村もあり、農村戸籍人口が半数を占める

・富裕の程度が比較的高い

・都市と農村の発展が比較的良く均衡している

・改革・革新の意識が比較的高い

・モデル区建設の余地と潜在力が比較的大きい

【戦略的位置づけ】

【発展目標】

■2035年までに共同富裕を基本的に実現する。

（資料）「中共中央 国务院 关于支持浙江高质量发展建设共同富裕示范区的意见」と人民ネットの報道を元に筆者作成

・質の高い発展と質の高い生活の先行エリアとする。人々の質の高い多様な生活へのニーズをよりよ
く満たし、国民に豊かさ、実利と安定をもたらし全国の上位を走る。

・都市部・農村部の協調発展のけん引エリアとする。都市部・農村部の協調発展を実現するルートを
率先して模索する。

・文明で調和した美しい故郷の展示エリアとする。人々の精神生活が豊かになり、社会文明が進歩
し、人と自然が調和し共生する幸せで美しい故郷になる。

・所得分配制度の改革テストエリアとする。都市部・農村部住民の所得水準を絶えず向上させると同
時に、所得分配格差を縮小し、所得分配構造の最適化において積極的な進展を遂げる。

～都市部と農村部の発展格差、収入と生活水準の格差を持続的に縮小し、低所得層の収入増加の能力と社会福祉水
準を目に見えて向上させ、中所得層を主体としたオリーブ型の社会構造を基本的に形成し、省全域のすべての人々
の生活の質が新たな段階へ進むようにする。共同富裕を推進する体制・メカニズムと政策体系を基本的に構築し、
一連の再現でき、普及拡大が可能な成功経験を積み上げる。

～一人当たり地区GDPと都市部・農村部の個人所得が先進エコノミーの水準に達することを目指す。

■2025年までに、1人あたり域内国内総生産（地区GDP）が中等先進エコノミーの水準に到達する
ようにし、基本的な公共サービスの均等化を実現する
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第三に習近平国家主席の政権基盤は既に固まっており階級闘争を呼びかける動機がないことが挙げ

られる。文化大革命を発動した 1966年の毛沢東は中国共産党トップ（主席）ではあったものの、中国

政府トップ（国家主席）は劉少奇が務めていた。しかし、現在の習近平国家主席は中国共産党トップ

（総書記）を兼務しており、2017 年に開催された第 19 回党大会では自らの名前を冠した「習近平の

新時代の中国の特色ある社会主義思想」を共産党章程（党規約）に入れるなど政治基盤がしっかりと

固まっている。したがって毛沢東のように「司令部を砲撃せよ」として階級闘争を呼びかける動機が

ない。また、習近平国家主席は「トラもハエも叩く」として反腐敗闘争を展開し抵抗勢力を一掃した

後でもあるので、強力なライバルを吊るし上げる必要もない。 

 

2｜「共同富裕」が中国経済に与える影響 

 他方、文化大革命に逆戻りするような形で経済発展が止まることはないにしても、「共同富裕」に向

かうためには経済活動の自由を制限し統制を強化することが必要となるため、中国経済には多かれ少

なかれ影響を与えるだろう。その影響の多寡を決めるポイントとしては下記 3点が挙げられる。 

 第一に「共同富裕」に向かうスピードの問題である。急ぎ過ぎれば経済発展を止める可能性が高ま

り、ゆっくりならその可能性は低くなる。習近平政権は 21世紀半ばの実現を目標とし、それに先立っ

て浙江省を共同富裕モデル区に設定して実証実験から始めることとしているため、約 30年かけて浙江

省から全国へと広げていく方針と見られる。したがって、現時点で判明している方針が変わらない限

り「共同富裕」に向かうスピードはゆっくりで、経済発展を止めるようなスピードで進むとは考えづ

らい。但し、ゆっくり進んだのでは一般庶民が「共同富裕」を実感しにくい。したがって、ともすれ

ばスピードアップしがちとなるため、こうしたスピードの変化を見落とさないようにすべきだろう。 

第二に貧富の格差をどの程度まで縮めるかである。国際連合開発計画の報告によれば、中国では上

位 1％の富裕層が得ている所得が全体の 13.9％に達した[図表-9]。これは米国の 20.5％ほどではない

ものの、自由資本主義の日本や欧州主要国よりも高く、「中国の特色ある社会主義」を標榜する中国に

とっては看過できない大問題である。それを一気に改善しようとして極端な平等を目指すようなこと

になれば、リスクを伴う企業家精神（アントレプレナーシップ）が委縮して経済への打撃が大きくな

る。一方、小幅な格差是正に留めれば経済への影響は少ないものの、一般庶民が「共同富裕」を実感

することができず支持を失いかねない。現時点で習近平政権は「中間が大きく両端が小さいオリーブ

型の分配構造」を目指すとしている。中国の所得分布を統計的に把握することは困難なので筆者のイ

メージで説明すると[図表-10]、現在の所得分布は富裕層が少なく貧困層の多い三角形（図表-10のグ

リーン）のような分布になっていると見られるが、これを目指す所得分布である中間層の多いオリー

ブ型（図表-10のオレンジ色）にするためには、「大金持ちの財産を減らす」とともに、その資金を貧

困層の救済や教育に投入することにより、経済的に自立した中間層が増えて中間層の多いオリーブ型

にすることができるという発想だと筆者は理解している。但し、オリーブ型といってもさまざまなオ

リーブがあるので、どのようなオリーブなのか、現時点では明確でない。浙江省で実施される実証実

験の状況を見て判断するしかなさそうなので、その成り行きを注視する必要がある。 
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[図表-9] [図表-10] 

  

 

 第三に「第 1次分配、再分配、第 3次分配」に関する具体的な制度設計である。生産性の改善ペー

スを大幅に上回るような労働分配率の引上げを行なえば企業は疲弊するし、不動産税（日本の固定資

産税に相当）の全国展開や相続税の導入を急ぎ過ぎれば不動産バブルが崩壊する恐れも排除できない。

一方、労働分配率を適切に引上げ、個人所得税の累進性を適切に強めることができれば、中間層が育

ち個人消費を盛り上げる可能性もある。さらに第三次分配で先に成功した企業家が、その潤沢な資金

をスタートアップ企業の支援や育成に向けるように導くことができれば、企業活動の生態系（エコシ

ステム）を大きく発展させる契機となる可能性もある。 

 

 以上のように「共同富裕」が中国経済に与える影響を考える上では、現時点では不確定要素が多く

中国経済の先行きを見通すのは難しいが、経済成長に若干のマイナス要因とはなっても、経済発展が

止まるようなことにはならないと考えている。換言すれば、中国経済は世間並みでごく普通な成長率

（図表-5に示した一人当たり GDPで第 2分位に位置する国の平均的な成長率）に収束していく可能性

が高いと見ている。改革開放に舵を切ったあとの中国は、極めて自由度の高い経済活動を許容してき

たため、世界並みでごく普通な成長率を遥かに上回るスピードで発展し、一人当たり GDPは第 5分位

から第 2分位まで一気に駆け登ることとなった[図表-2]。しかし、「共同富裕」を実現するためには、

統制を強化してこれまで自由だった経済活動に制限を加えることが必要となる。貧富の格差や腐敗・

汚職の蔓延が是正されれば持続可能性は高まるだろうが、企業家精神（アントレプレナーシップ）や

イノベーションに対する打撃は避けられそうにない。一方、経済発展が止まるようなこともないだろ

う。「実事求是」や「漠着石頭過河」が根付いている習近平政権は、前述の 3点(スピード、程度、制

度設計)に関して、共同富裕モデル区における実証実験などで試行錯誤を繰り返しつつも、経済発展と

「共同富裕」の最適バランスを探っていく方針であり、盲目的に「共同富裕」に邁進するとは考えに

くいからだ。したがって、「共同富裕」に向かうことで経済成長率は若干下がるだろうが、それは中国

の身の丈に合った経済成長率に戻るだけに過ぎないと筆者は考えている。 
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